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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。当プレゼンテーションのハイライト

第1部 ２００６年３月期概要

一部売却済物件の売上未計上により、決算数値は計画未達となるも、事業の進捗は想定以上。
コア事業の強化、周辺事業の整備、新規事業への挑戦など、さらなる成長に向けての取組みも加速。

流動化事業 良好な市場環境のもと、想定を上回る事業拡大。資産残高も大幅増加（3279億円、純増952億円/年）。

分譲不動産事業 収益性改善に向けての取組みが浸透。「再生」から「攻め」の展開への準備が整う。

次のコアビジネスと位置付ける不動産総合サービス事業への本格参入。

大規模開発事業、ゴルフ事業等の新規事業育成への取組みを積極化。

第2部 中期経営計画の見直し、今後の取組み

「不動産価値創造力」のさらなる進化と、業界構造の変化を先取りするビジネスモデルの革新により、
市場環境に左右されず、持続的高成長を実現可能な体制を整備する。

初年度の想定以上の事業進捗により、０７/３期４３０億円、０８/３期４００億円（経常利益）の新たな目標を設定。

「不動産価値創造力のさらなる進化」

「不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化」

「不動産価値創造力を活かす新たな展開」

「不動産価値創造力を支える経営力の強化」
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

第1部 2006年3月期決算概要
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。「URBAN Grand Vision 2010 2nd STAGE」初年度の総括

連結経常利益 実績と中計当初計画

株主資本比率とＲｏＥの推移

１．当初の想定を上回る事業の進捗

当社の想定を上回る良好なマーケット環境

ニーズに応える優良物件・サービスの供給

不動産価値創造力により業界への追い風を最大限享受

２．財務バランス・効率性の向上

利益計上 保有資産拡大

効率性 財務バランス

技術・ノウハウ
ビジネスモデル

３．さらなる成長への布石

不動産流動化 分譲マンション ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

総合サービス 大規模開発 ゴルフ

拡大・強化

新たな挑戦
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点線は06/3期売却物件からの売上・利益が全て計上された場合の数値
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。業績予想下方修正について

監査法人の見解

当該開発事業案件に係る売買取引は適法な売買である。

特別目的会社を活用した当社の事業モデルは適正である。

今般の監査対象となる事案についての違法性はない。

ただし、

当初の事業計画の８０％にあたる、買主が希望した土地
を売却したものの、当社保有の土地が隣地に残っており、
当該開発事業案件は開発途上と認識。2006年3月決算期
に売上計上することは、時期尚早である。

当社の見解

当該開発事業案件に係る不動産は既に売却先への引渡
しを終え、売却先からの入金も完了している取引であるこ
とから、2006年3月期に売上計上することが適当である。

当社監査法人からの指摘を受入れ、2006年3月期決算に
おける売上計上を見送り、下方修正を行った。

ただし、

今回の業績予想修正は、売上計上時期の認識相違により
発生した事態であり、中長期的な事業計画、当社ビジネス
モデル及びキャッシュフローに影響を与えるものではない。

売上計上を見送った13,139百万円とほぼ同額を、前受金
勘定に振替計上している。

当社が保有（売買契約済）

開発事業案件のイメージ

結果

5月18日付当社リリースより

対 象 地
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

連結損益計算書 単位：百万円、％

2005/3 2006/3

期初計画 4月修正 実績（Ａ） 参考（Ｂ）

構成比 前期比 構成比 前期比 構成比 前期比 （Ｂ-Ａ）

売上高 57,033 100.0 11.0 69,500 76,500 64,349 100.0 12.8 77,488 100.0 35.9 13,139

売上原価 39,035 68.4 -4.2 45,700 43,100 41,143 63.9 5.4 41,143 53.1 5.4 0

売上総利益 17,998 31.6 69.6 23,800 33,400 23,205 36.1 28.9 36,344 46.9 101.9 13,139

（売上総利益率） (31.6) (34.2) (43.7) (36.1) (46.9)

販管費 7,491 13.2 49.7 9,300 9,300 11,179 17.4 49.2 11,179 14.4 49.2 0

営業利益 10,506 18.4 87.4 14,500 24,100 12,025 18.7 14.5 25,165 32.5 139.5 13,139

営業外収益 405 - - 100 100 660 - - 660 - - 0

営業外費用 1,432 - - 1,600 1,600 2,008 - - 2,008 - - 0

経常利益 9,479 16.6 97.0 13,000 22,600 10,677 16.6 12.6 23,817 30.7 151.2 13,139

（経常利益率） (16.6) (18.7) (29.5) (16.6) (30.7)

特別利益 2,261 - - 3,000 4,700 4,746 - - 4,746 - - 0

特別損失 87 - - 0 600 769 - - 769 - - 0

税引前利益 11,653 20.4 149.5 16,000 26,700 14,655 22.8 25.8 27,794 35.9 138.5 13,139

法人税等 5,945 - - 7,200 11,500 12,494 - - 12,494 - - 0

法人税等調整額 831 - - 0 0 5,930 - - 610 - - -5,320

少数株主損益 83 - - 250 200 222 - - 222 - - 0

当期純利益 6,455 11.3 141.8 8,550 1,500 7,868 12.2 21.9 15,688 20.2 143.0 7,819

※参考（Ｂ）：2006年3月期における売却済み物件からの売上・利益が、2006年3月期に全て計上されていた場合の数値。

連結決算概要① 連結損益計算書
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

連結セグメント別売上高・売上総利益 単位：百万円、％

2005/3 2006/3

期初計画 4月修正 実績（Ａ） 参考（Ｂ）

構成比
(利益率)

前期比
構成比

(利益率)
前期比

構成比
(利益率)

前期比 （Ｂ-Ａ）

不動産流動化事業 25,407 44.5 64.6 28,500 34,700 22,128 34.4 -12.9 35,267 45.5 38.8 13,139

分譲不動産事業 19,008 33.3 -31.6 26,000 25,800 25,843 40.2 36.0 25,843 33.4 36.0 0

マンション管理事業 5,735 10.1 41.3 7,200 7,000 7,064 11.0 23.2 7,064 9.1 23.2 0

アセットマネジメント事業 1,773 3.1 - 2,200 3,000 3,157 4.9 78.0 3,157 4.1 78.0 0

その他事業 5,109 9.0 26.0 5,600 6,000 6,155 9.5 20.5 6,155 7.9 20.5 0

売上高合計 57,033 100.0 11.0 69,500 76,500 64,349 100.0 12.8 77,488 100.0 35.9 13,139

63.5 55.2 71.4
(45.0) (57.8) (73.5)

12.6 15.2 9.7
(12.0) (13.7) (13.7)

8.4 7.2 4.6
(26.4) (23.7) (23.7)

8.9 12.3 7.9
(90.6) (90.6) (90.6)

6.5 10.1 6.4
(22.9) (37.9) (37.9)
100.0 100.0 100.0
(31.6) (36.1) (46.9)

※2006/3実績・参考では、従来(計画まで)アセットマネジメント事業に含まれた売上・利益の一部（売上746百万円、粗利411百万円）が不動産流動化事業に計上されている。

※参考（Ｂ）：2006年3月期における売却済み物件からの売上・利益が、2006年3月期に全て計上されていた場合の数値。

36,344 101.9 13,139売上総利益合計 33,400 23,205 28.917,998 69.6 23,800

99.5

078.1

0その他事業 1,170 4.7 1,500 1,500

2,861 78.1 2,861

99.5 2,3352,335

0

アセットマネジメント事業 1,606 - 2,000 2,600

1,674 10.4 1,674 10.4

0

マンション管理事業 1,516 4.5 1,800 1,800

3,535 55.5 3,535 55.5

13,139

分譲不動産事業 2,273 -25.0 3,000 3,000

12,798 12.0 25,937 126.9不動産流動化事業 11,430 128.2 15,500 24,500

連結決算概要② 連結セグメント別売上高・売上総利益
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。連結決算概要③ 連結貸借対照表

連結貸借対照表 単位：百万円、％

2005/3 2006/3
（Ａ） 比率 （Ｂ） 比率 （Ｂ-Ａ）

流動資産 90,472 75.0 164,937 81.3 74,465
現預金 16,849 14.0 28,127 13.9 11,277
受取手形・売掛金 2,682 2.2 4,196 2.1 1,513
棚卸資産 34,536 28.6 73,733 36.3 39,196 流動化事業オンバランス資産の増加
共同事業出資金 12,636 10.5 21,761 10.7 9,125
不動産事業有価証券 19,803 16.4 25,140 12.4 5,337 流動化事業オフバランス資産に対するエクイティ出資額の増加
その他流動資産 3,964 3.3 11,978 5.9 8,014

固定資産 29,984 24.9 37,979 18.7 7,995
投資有価証券 20,110 16.7 18,917 9.3 -1,193 東京美装興業株売却、アセット・マネジャーズ株一部売却
その他固定資産 9,873 8.2 19,062 9.4 9,188

繰延資産 93 0.1 73 0.0 -20
総資産 120,550 100.0 202,990 100.0 82,440

流動負債 38,448 31.9 98,421 48.5 59,973
支払手形・買掛金 252 0.2 7,630 3.8 7,378
前受金 1,990 1.7 14,489 7.1 12,498 売却済物件の売上未計上による増加
短期借入金・社債 28,531 23.7 61,276 30.2 32,744
その他流動負債 7,673 6.4 15,025 7.4 7,351

固定負債 45,839 38.0 36,988 18.2 -8,851 　　有利子負債残 896億円（＋210億円）　物件仕入拡大による増加
社債 1,650 1.4 2,011 1.0 361
ＣＢ 13,065 10.8 - - -13,065 　　ＣＢ転換完了
長期借入 25,377 21.1 26,400 13.0 1,023
その他固定負債 5,747 4.8 8,576 4.2 2,828

負債 84,287 69.9 135,409 66.7 51,121
少数株主持分 807 0.7 942 0.5 135

資本金 6,696 5.6 18,495 9.1 11,799
資本剰余金 7,479 6.2 19,319 9.5 11,839
利益剰余金 14,676 12.2 21,465 10.6 6,789
その他 6,602 5.5 7,357 3.6 755

株主資本 35,455 29.4 66,638 32.8 31,182 ＣＢ転換、期間利益等による増加
負債・少数株主持分・資本合 120,550 100.0 202,990 100.0 82,440
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

2
4

21

32

0

5

10

15

20

25

30

35

40

05/3 06/3

億円

27 35

163

223

0

50

100

150

200

250

300

05/3 06/3

億円

71 84

43
44

131

0

50

100

150

200

250

300

05/3 06/3

億円

売上高

112 96

142

125

131

0

50

100

150

200

250

300

350

400

05/3 06/3

億円

連結決算概要④ 不動産流動化事業／分譲不動産事業

不動産流動化事業 分譲不動産事業

粗利 売上高 粗利

下期

上期

下期

上期

下期

上期

下期

上期

254

352

221

07/3期
計上見込

07/3期
計上見込

114
127

259

190

258

22

35

良好な市場環境のもと、事業は好調に推移
大型Ｅｘｉｔの計上時期ずれ込みにより粗利は12％増にとどまる

マンション市場も総じて良好に推移するなか、販売を拡大
収益改善に向けた取組みが効果を発揮し、粗利率改善
（05/3 12.0％ → 06/3 13.7％）

2006/3/31時点 2007/3計上分 2008/3計上分

販売進捗 35％ 15％

仕入進捗 100％ 80％
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。
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連結決算概要⑤ アセットマネジメント事業／マンション管理事業／その他

アセットマネジメント事業 マンション管理事業 その他事業

売上高 粗利 売上高 粗利 売上高 粗利

18

39

31

16

39

31流動化事業
に計上

57

70
15

17

51

62

12

23

預り資産の拡大に伴う着実な事業拡大
一部売上・利益が流動化事業に計上

管理物件の増加から増収増益を確保
事業再編への準備を進める

保有物件からの賃料収入が拡大
基礎工事、飲食事業等の子会社も寄与



URBAN CORPORATION［8868］ 2006年3月期決算説明資料 10

人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。
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オンバランス資産

オフバランス資産

オンバランス 821億円 オフバランス 2458億円 合計 3279億円

不動産流動化事業 資産残高

資産残高推移 地域別・規模別・タイプ別比率

地
域
別
比
率

事
業
規
模
別
比
率

物
件
タ
イ
プ
別
比
率

東京都 6％

都心5区 33％

大阪市内 28％

政令都市 23％

その他 10％

都心5区 72％

大阪市内 16％

政令都市 11％

東京都 1％

都心5区 62％
大阪市内 19％

政令都市 14％

その他 3％

50億未満 65％

50-100億 35％

50億未満 65％

50-100億 14％

50億未満 7％

100億以上 79％ 50-100億 19％

50億未満 20％

100億以上 61％

複合 38％

商業 45％

事務所 12％

住居 6％

複合 84％

商業 7％
事務所 8％

住居 1％

複合 73％

商業 16％

事務所 9％

住居 2％

＋952億円

2006年3月末現在 プロジェクト総原価ベース
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。
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一任勘定型ファンド

設立

アセットマネジメント事業 預り資産残高

ファンド種類別資産残高の推移 投資案件数の地域別比率

関東・東海42％

北海道・東北・信越・北陸15％

中部8％

関西14％

中四国・九州・沖縄 21％

東京31％

＋551億円
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

第2部 中期経営計画の見直し・今後の取組み
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。「URBAN Grand Vision 2010」の全体像

04/03 05/03 06/03 07/03 08/03 09/03 10/03 11/03 12/03

URBAN Grand Vision 2010  ～２１世紀を代表する不動産価値創造企業へ～

1st STAGE
2nd STAGE

URBAN Grand Vision 2010 1st STAGE URBAN Grand Vision 2nd STAGE

【事業ポートフォリオの再構築】
⇒分譲マンション事業から流動化事業への経営資源シフト

【個別事業の強化】
不動産流動化事業

⇒体制・組織強化／収益モデル確立／物件仕入拡大
分譲マンション事業

⇒販売代理から自社分譲へのシフト／収益力改善

【新規事業への参入】
⇒アセットマネジメント事業への本格参入

【経営力強化】

【定量目標】
⇒30％の利益成長／自己資本比率30％／・・・

【ビジネスモデル強化】
⇒不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

【個別事業の強化】
⇒不動産価値創造力のさらなる進化

不動産流動化事業／分譲マンション事業

【ビジネスカテゴリー拡大】
⇒不動産価値創造力を活かす新たな展開

【経営力強化】
⇒不動産価値創造力を支える経営力の強化

【定量目標】
⇒2008年3月期 経常利益４００億円（従来２００億円より見直し）
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。中期計画見直しと今後の取組みのポイント

定量目標

事業戦略

不動産流動化事業を中心とする想定以上の事業進捗により、新たな定量目標を設定。

「ビジネスモデル強化」、「ビジネスカテゴリー拡大」、「個別事業強化」の基本戦略は変更せず。

事業環境

目指す姿

急速なキャップレート低下の収束。収益還元法の思考がサービスの分野にも変革をもたらす。

市場環境に左右されず成長可能な企業。業界構造の変化を先取りし革新を続ける企業。

中期計画見直しの前提

今後の取組みのポイント

不動産価値創造力を支える経営力の強化

不動産価値創造力のさらなる進化

コア事業：不動産流動化/分譲不動産

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

周辺事業：不動産総合サービス/アセットマネジメント

不動産価値創造力を活かす新たな展開

新規事業/新規エリア
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

不動産価値創造力のさらなる進化

不動産価値創造力を支える経営力の強化

不動産価値創造力のさらなる進化

コア事業：不動産流動化/分譲不動産

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

周辺事業：不動産総合サービス/アセットマネジメント

不動産価値創造力を活かす新たな展開

新規事業/新規エリア
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

循環的な市場形成へ

不動産価格の推移／不動産プレーヤーの利益

【現在】
転換点

外資上陸⇒国内資金回帰⇒J-REIT登場

金利上昇・融資姿勢変化

【市場環境】不動産価値創造力による優勝劣敗が鮮明になる

マーケットに頼らずとも利益を創出できる能力が必要に
良好な環境が継続する現在、どれだけその準備が出来るか

転換点

仕入 仕入価格

保有⇒売却価値創造⇒売却

バリューアップ

不動産価値創造
による利益

良好な市場環境
による利益

損失
利益

利益 利益

不動産価値創造者は
いかなるマーケットでも利益を創出できる
アーバンはその能力をさらに進化させる

不動産価格の推移

仕入価格

仕入

価値創造⇒売却

仕入価格

価値創造⇒売却

仕入

保有⇒売却

保有⇒売却

不動産投資急拡大

今後3年程度は緩やかな上昇を予想
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産価値創造力の最大化 不動産流動化事業の「もの造り」

仕入価値

企画価値

開発価値

金融価値

運営価値

売却価値
不
動
産
価
値

アーバンの企画・開発による不動産価値創造

「不動産価値創造」
のアーバンモデル

アセットソリューションチーム（4～5名×12チーム）

情報収集

仕入交渉

建築企画

ＥＸＩＴ企画出資者交渉

入居者交渉

購入検討 事業企画 テナント企画

借入調達入札参加 売却交渉

テナント管理

物件管理ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ

事業モデル検討

『不動産価値創造研究所』 人材獲得・育成/組織改正 業務フロー標準化

MD企画開発部 MD開発運営部 ファイナンス部 建築部事業企画部

コンセプト・リーシング 工事・オペレーション 金融スキーム 建築企画・ＣＭ

不動産価値創造力の最大化

不動産価値創造力を具現化する『ものづくり』への再フォーカス

設立準備中

専門家集団のサポート ナレッジマネジメント

「不動産価値創造」
を実現する組織体制

「不動産価値創造力」
最大化への施策
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産価値創造力の最大化 不動産流動化事業の「事業創造」

物件タイプ オフィス・商業・住居 マーケット特性に合わせ、ＮＯＩの極大化を実現する企画・開発

複合施設 分譲マンション・オフィス・商業それぞれの実績を積むことで得たノウハウ

オペレーショナルアセット 異業種コラボレーションやテナント管理で蓄積したノウハウを活用

事業ソリューション 事業会社

金融機関

行政

公共セクター

ＲＥＩＴ／私募ファンド

事業拡大
事業再生

アライアンス
オフバランス
リノベーション
バリューアップ

アウトソーシング
法改正対応

・
・

不動産価値創造力への
ソリューションニーズは無限

今後の大きなビジネスチャンス

不動産価値創造力をベースとした流動化ビジネスの多様性

ニーズに応える事業ソリューション：「事業創造」を積極化し、水平展開による事業拡大を図る
「不動産価値創造力」

最大化への施策

『事業創造』⇒水平展開の拡大戦略

多様なプロパティタイプに強みを持ち、様々な「住む人、働く人、集う人」のニーズを満たすことのできる強み

「不動産価値創造力」をベースに、様々な企業・団体のソリューションニーズを満たすことのできる強み
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産流動化事業の今後の展望

計画

0
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3000

4000

5000

6000

7000

05/3 06/3 07/3 08/3

300

1800 1600

600

1500 1500

750 900

2300

3300

4050

4650

期末資産残高

期中仕入額

期中売却額

億円

オンバランス・オフバランス合計
プロジェクト総原価ベース

不動産流動化事業の粗利益

0

200

400

600

05/3 06/3 07/3 08/3

億円

114

259
343

433

800
バリューアップ物件の保有（賃貸収入）による粗利額

バリューアップ物件ソーシング（売却）による粗利

不動産流動化事業の物件仕入/売却と資産残高

プロジェクト収益率の向上
保有資産からの賃料拡大 持続的成長の実現

イメージ

計画 イメージ

※06/3期の売買金額および粗利額は、06/3期における売却済み物件からの売上・利益が、06/3期に全て計上されていたものとして表示。
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産価値創造力の最大化 分譲不動産事業

分譲不動産事業の粗利額と粗利率事業運営体制再構築／業務プロセスの抜本的見直し

本部制移行
人員適正化
事業企画機能強化
マーケティング機能強化

コンストラクションマネジメント強化
販売体制・手法再構築
カスタマーサービス強化
・・・・・・

筋肉質の体制の構築

粗利率の改善：「事業再生」完了

「攻め」の展開へ

「ものづくり」 ： 『高品質』、『高収益』物件の追求 「事業創造」 ： 『住まい』に関する多様な事業への挑戦

『高品質』 ： 顧客に安心を提供し、信頼される「ものづくり」

耐震構造の調査
構造設計の多重チェック体制
建築基本性能の社内基準

『高収益』 ： 確実に利益を上げる「ものづくり」

分譲マンション

賃貸マンション 複合開発 大規模開発

建て替え リノベーション 戸建

シルバー 金融商品 ・・・

マーケット・顧客のニーズから多様な新事業を検討

業務プロセス改善の継続・浸透
人材の補強・育成、意識改革
PDCAサイクルの徹底

30

22

35
40

60
10.9

12.0

13.7 13.7
12.9

13.0

7.6

10.5

0
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16

04/3 05/3 06/3 07/3予 08/3予

％

0

10

20

30

40

50

60

70

80百万円

粗利額（右軸）

販売代理を除く
粗利率（左軸）

粗利率（左軸）
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

不動産価値創造力を支える経営力の強化

不動産価値創造力のさらなる進化

コア事業：不動産流動化/分譲不動産

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

周辺事業：不動産総合サービス/アセットマネジメント

不動産価値創造力を活かす新たな展開

新規事業/新規エリア
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。【市場環境】収益還元法の本質を追及することで生まれるビジネス

ＮＯＩを上げる キャップレートを下げる

賃料収入の極大化 保有・運営コストの削減 保有リスクの低減顧客ニーズの充足

コアビジネスとしてさらなる進化を遂げる

企画・開発／リノベーション
事業創造／コンバージョン

プロジェクト企画／リーシング
テナント企画／コンセプトメイク

オペレーションコスト削減
修繕費削減／設備費削減

クレーム対応費削減
保守点検業務費削減

テナント安定化・ＮＯＩ安定化
環境汚染リスク排除

建物診断・耐震補強実施
法改正対応

事業ソリューション
ブランド戦略ソリューション

テナントとのコラボレーション
地域・物件ポートフォリオ補完

不動産価値創造

今後のコアビジネスとして強化・拡大

「ものづくり」への再フォーカス

「事業創造」積極化とその水平展開

アーバンのコア能力：企画・開発力がフルに発揮される領域
ファンドマネジャーや物件保有者からのニーズが高まるが、

そのニーズに応えられるサービス提供者が少ない領域

収益還元法の世界で求められるサービスの追及

ＮＯＩ向上、キャップレート引下げのためのサービス提供

ビジネスモデル革新⇒本格的な事業拡大へ

開発の分野 サービスの分野
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。アーバングループの不動産価値創造力を核としたバリューチェーン

不動産開発のバリューチェーン

不動産開発力
↓

アーバンのコア能力
↓

不動産価値創造力

分譲マンション

収益不動産

収益不動産

分譲

売却

保有

収益還元法の世界で求められる

不動産総合サービス

他社開発物件

サービス

サービス

サービス

サービス

ＰＭ（プロパティマネジメント）

ＦＭ（ファシリティマネジメント）

ＣＭ（ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

ＢＭ（ビルマネジメント）

マンション管理

エンジニアリング

・・・・・・・・・

アセットマネジメント事業

ゴルフ事業

不動産価値創造力を核としたアーバングループのバリューチェーン

開発 金融テクノロジー

開発 オペレーション

仕入

企画

開発

金融

運営

売却
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

コスト

不動産総合サービスを担うグループ会社の強化

インカム

コスト

ＮＯＩ

コスト

ＮＯＩ

アーバンコミュニティ（ＵＣＭ）の事業拡大に向けた強化

ＵＣＭをアーバングループのコア企業として位置付け、本格的な拡大・強化を図る

ファシリティマネジメント業界で実績を持つ石川裕一氏（ジョンソンコントロールズ株式会社 取締役）を社長に招聘
ジョンソンコントロールズとの協業体制を強化
大幅な人材投資【正社員約１２０名→１７０名】

マンション管理・ビル管理事業から不動産総合サービス事業への展開

マンション総合管理

ビル総合管理
＋

プロパティマネジメント

ファシリティマネジメント

コンストラクションマネジメント

エンジニアリング

・・・

・・・

【今後の事業展開の一例】 ＵＣＭのＦＭ（ファシリティマネジメント）事業

【収益不動産へのＦＭによるＮＯＩ向上】

コストダウン成功額

アーバン保有物件 他社保有物件

キャピタルゲイン拡大 成功報酬型フィー収入

売上
コスト

利益
利益

【企業（団体）へのＦＭによる企業価値向上】

コア

ノンコア

コア

ノンコア

コストダウン成功額

保有物件のテナント企業 テナント以外の企業

家賃増額：ＮＯＩ向上 成功報酬型フィー収入
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

レジデンス系ＲＥＩＴ/私募ファンド市場の拡大

不動産総合サービスを担うグループ会社の強化

ＳＢＡマネジメント（ＳＢＡ）の事業拡大に向けたビジネスモデル革新

サブリースからレジデンスＰＭに軸足を移行 レジデンス専業ＰＭのＮｏ．１ベンダーを目指し、事業拡大を図る
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棟
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90％

J-REITが保有する住宅物件数（左軸）

J-REIT保有物件に占める住宅の比率（右軸）

Ｊ-ＲＥＩＴが保有する住宅物件

サブリース

賃貸仲介

レジデンスＰＭ ウイークリー/マンスリーマンション⇒サービスアパートメント・・・

レジデンス系ＲＥＩＴ/私募ファンド市場の拡大

賃貸住宅を運用対象とするＪ-ＲＥＩＴ私募ファンドは急拡大中

Ｊ-ＲＥＩＴが保有する物件だけでも、06年2月には計409棟に拡大

Ｊ-ＲＥＩＴ総保有物件に占める住宅の比率も50％に達している

（社）投資信託協会より当社作成

主力事業へ サービス形態拡充／レジデンスを軸とした物件バリエーション拡大へ

顧客 Ｊ-ＲＥＩＴ/ファンド運営会社

顧客 入居者

ニーズに
応える

サービス

顧客ニーズ充足にフォーカスしたレジデンスＰＭ

物件紹介 顧客ニーズ収集

ニーズを反映した企画提案ＰＭ業務受託

精度の高い物件情報

契約処理代行

修繕・設備故障対応

保証サービス

住替え物件情報提供

・・・

ニーズに
応える

サービス

マーケティング・戦略立案

デューデリ・売買仲介

リーシング・賃貸管理

物件管理・ＰＭレポート

物件企画・リフォーム

・・・

ニーズ 期待利回り・資産価値の最大化

ニーズ 快適で安心できる良質な住宅とサービス
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。アセットマネジメント事業の拡大

アーバン・アセットマネジメント（ＵＡＭ）の強みを活かした事業拡大

計画
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預り資産残高（左軸）

粗利（右軸）

ＵＡＭの粗利と預り資産残高

不動産価値創造力を核としたアセットマネジメントビジネスの展開により事業拡大を加速

ＵＡＭの強み① 開発力

ＵＡＭの強み② 高度な金融技術

ＵＡＭの強み③ 地方都市への展開力

デベロッパー出身の開発力とソリューション力により、高度な自社仕入・開発が可能
⇒“本物”の開発ファンドを軸に預り資産残高を拡大

沖縄
リゾートチャペル開発ファンド

箱根強羅
温泉リゾートホテル開発ファンド

虎ノ門
オフィスビル開発ファンド

不動産と金融が融合する市場をリードし、蓄積してきた、高度な金融技術の提供が可能
⇒不動産の価値を新たな形で提供する商品開発の継続

2005年11月運用開始
毎月分配 公募型不動産ファンド

西日本を中心とする地方都市での事業実績を全国に展開
⇒他社に先駆けて強化してきた地方都市での取組みをさらに強化

「不動産ビジネス相談会・セミナー」の開催によるネットワークの拡大
・2005年末より、地方主要都市（実績：札幌、仙台、名古屋、広島、福岡）にて開催
・各回平均100社以上の地元不動産会社が参加し、物件ソーシング等の実績につながっている
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

不動産価値創造力を活かす新たな展開

不動産価値創造力を支える経営力の強化

不動産価値創造力のさらなる進化

コア事業：不動産流動化/分譲不動産

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

周辺事業：不動産総合サービス/アセットマネジメント

不動産価値創造力を活かす新たな展開

新規事業/新規エリア
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産価値創造力を軸に新規事業への挑戦を積極化

不動産価値創造力を軸とした新規事業への挑戦 新たなビジネスチャンス獲得/持続的成長余力獲得

大規模開発事業

マーケットのオポチュニティ

地方都市における再開発案件の増加
多様な金融スキームへの理解・浸透
参入可能なプレーヤーの少なさ

アーバンの競争優位性

複合物件開発力
金融スキーム提案力
コラボレーション事業力

地方都市でのプレゼンス
施設運営ノウハウ
多様なＥＸＩＴ手法

専門部署を設置し、積極的にコンペに参加
⇒２案件決定（発表済）＋２案件内定（今後発表）

【今後】

ゴルフ事業

マーケットのオポチュニティ

収益還元法に基づき、リーズナブルにコース取得が可能
シニアマーケット拡大⇒ゴルフ人口増加予想
再開発・追加投資の可能性

アーバンが目指すゴルフ事業

中間持株会社（株）アーバンクラシックを設立
８コースを取得し、オペレーション改善に着手

【現状】

「業績寄与＋不動産価値創造力進化へのフィードバック」を基準に積極的なチャレンジを続ける

企画・開発力を発揮し、追加開発・コンバージョンを実施
外部リソースも活用し、オペレーションを徹底改善

事業規模250億円以上の仕入

行政を含む社外ネットワークの拡充

高度で複雑なＰＪマネジメントのノウハウ蓄積

【現状】

【今後】

２年間に２０コース程度まで拡大

高度なオペレーション能力の蓄積

開発手法・事業創造の多様性の獲得

不動産価値創造力により
大手寡占の市場に挑戦

ゴルフビジネスに
不動産価値創造力を導入
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産価値創造力を発揮するエリアを拡大

ノウハウの水平展開
⇒低リスクでの成長余力獲得

ノウハウの輸出・ローカライズ
⇒新たなビジネスチャンスの獲得

不動産価値創造力を発揮するエリアを積極拡大 新たなビジネスチャンス獲得/持続的成長余力獲得

海外

国内
不動産価値創造力

シンガポール駐在員事務所
（2006年3月設置）

ソウル駐在員事務所
（2006年4月設置）

北海道ＵＣ

東京オフィス

名古屋オフィス

大阪オフィス

広島本社

福岡専任チーム

北海道アーバンコーポレイション
設 立：2006年4月6日
資本金：3億円
代表者：石川裕一（ＵＣＭ社長）

【現状】
東京・大阪・広島･名古屋・札幌に開発拠点を展開

【現状】
シンガポール・ソウルにマーケティング拠点を設置
(2007年3月期において100億円程度の投資を検討)

「マーケットポテンシャル＋不動産価値創造力発揮可能性」を基準に積極的なエリア拡大を継続
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。アーバンコーポレイションの今後の展望

現在

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化
周辺事業：アセットマネジメント／不動産総合サービス

不動産価値創造力を軸とした新規事業への積極展開

不動産価値創造力を発揮するエリアの拡大

80％

60％

不動産価値創造力のさらなる進化
コア事業：不動産流動化／住宅

コア事業の強化によって環境に左右されずに成長できる体制を築き、
周辺事業、エリア拡大、新規事業への取り組みを積極化させることで、

持続的な高成長を実現する

２１世紀を代表する
不動産価値創造企業へ

利益

時間
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

不動産価値創造力を支える経営力の強化

不動産価値創造力を支える経営力の強化

不動産価値創造力のさらなる進化

コア事業：不動産流動化/分譲不動産

不動産価値創造力を核としたバリューチェーンの進化

周辺事業：不動産総合サービス/アセットマネジメント

不動産価値創造力を活かす新たな展開

新規事業/新規エリア
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

不動産価値創造機能の再構築

不動産価値創造力を支える経営力の強化 ①

「２１世紀を代表する不動産価値創造企業」を実現するため、『経営力の強化』に本格的に取り組む

内部統制の強化 １．マネジメント体制の強化

２．プロジェクトチームの発足

１．マネジメント体制の強化

経営体制の充実および円滑な事業推進のためのインフラ整備 ３．スタッフ部門の組織改編・機能強化

管理部門管掌

事業部門管掌

広島本社管掌

不動産価値創造研究所準備室

流動化事業本部

企画開発室

住宅事業本部

海外事業部門

財務部

経理部

総務部

人財開発部

関連事業部

事業開発部

経営企画部

担当 松﨑常務

担当 宮地常務

担当 角田取締役

担当 嘉本取締役

取締役会 房園社長

西村副社長

川上副社長

井澤専務

［新任］ ［新任］

新任社外取締役

土肥 孝治
略歴 昭和33年4月

平成8年1月
平成10年7月

検事任官
検事総長
弁護士登録（現在）

岡田 茂
略歴 昭和46年8月

平成14年6月
東映株式会社取締役社長 就任
同社相談役（現在）

新任監査役

川上 陸司 略歴
昭和49年4月 日本長期信用銀行 入行
平成12年5月 Ａ．Ｔ．カーニー

ヴァイスプレジデント 就任
平成18年2月 当社顧問 就任

コンプライアンス室

管掌役員・担当役員制の導入
経営プラットフォーム強化を担う副社長の招聘

社外取締役・監査役の招聘

※6月29日付総会決議を前提としております。
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産価値創造力を支える経営力の強化 ②

株
主
総
会

取
締
役
会

社
長

監
査
役
会

効率的な企業運営を追及するために機能強化を図る

従来の「財務本部」を二つに分割し、専門分野に特化した組織とする
財務部：事業拡大に不可欠な資金調達能力を強化する
経理部：事業管理能力、会計基準変更への対応、監査対応に備える

経営企画室から分離独立 グループ企業の管理を通じ、総合力の最大化を図る

経営企画室から分離独立 新規事業・Ｍ＆Ａによる戦略機能を強化する

グループの中枢となる経営企画機能へ特化する

意思決定プロセス、マネジメントラインの改変により、経営の効率性を図る

日本版ＳＯＸ法への対応を通じ、内部統制機能、業務管理体制を強化する

アーバンの持続的成長に不可欠な人材の採用と育成を強化する

リスクマネジメント室を法務室に改編 契約法務とリスクの未然防止を図る

情報発信を積極化し、ステークホルダーとの双方向コミュニケーション強化を図る

人事・教育システムの強化・拡充に向けて機能強化を図る

スタッフ部門の新組織図

内部監査機能を付加し、大幅な機能強化を図る

２．プロジェクトチームの発足 ／ ３．スタッフ部門の組織改編・機能強化

総務部

財務部

人財開発部

経理部

関連事業部

事業開発部

経営企画部

経営システムプロジェクト

ＳＯＸ法対応プロジェクト

人財開発プロジェクト

法務室

コーポレートコミュニケーション室

コンプライアンス室

部門横断
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

新定量目標
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。「URBAN Grand Vision 2010 2nd STAGE」定量目標の見直し

２００７年３月期 ４３０億円（前期比＋302％、当初計画比＋168％）
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億円

連結経常利益 実績と計画

２００８年３月期 ４００億円（前期比▲7％、当初計画比＋100％） に見直す

連結経常利益の目標を

238

430

300

２００６年３月期売却物件（売上・利益１３１億円）の２００７年３月期への計上による影響を除くと
２００７年３月期 ３００億円、２００８年３月期 ４００億円
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

単位：百万円、％　構成比の（　）は粗利率

構成比 伸び率 構成比 伸び率 構成比 伸び率
不動産流動化事業 22,128 34.4 -12.9 58,200 51.5 163.0 60,000 43.8 3.1 
分譲マンション事業 25,843 40.2 36.0 29,300 25.9 13.4 46,400 33.9 58.4 
マンション管理事業 7,064 11.0 23.2 11,100 9.8 57.1 14,800 10.8 33.3 
アセットマネジメント事業 3,157 4.9 78.0 3,800 3.4 20.4 4,800 3.5 26.3 
その他事業 6,155 9.5 20.5 10,600 9.4 72.2 11,000 8.0 3.8 

売上高 64,349 100.0 12.8 113,000 100.0 75.6 137,000 100.0 21.2 
不動産流動化事業 12,798 (57.8) 12.0 47,300 (81.3) 269.6 43,300 (72.2) -8.5 
分譲マンション事業 3,535 (13.7) 55.5 4,000 (13.7) 13.1 6,000 (12.9) 50.0 
マンション管理事業 1,674 (23.7) 10.4 2,300 (20.7) 37.4 3,300 (22.3) 43.5 
アセットマネジメント事業 2,861 (90.6) 78.1 3,300 (86.8) 15.3 4,000 (83.3) 21.2 
その他事業 2,335 (37.9) 99.5 5,600 (52.8) 139.7 5,900 (53.6) 5.4 

売上総利益 23,205 36.1 28.9 62,500 55.3 169.3 62,500 45.6 0.0 
販管費 11,179 17.4 49.2 17,100 15.1 53.0 19,500 14.2 14.0 

営業利益 12,025 18.7 14.5 45,400 40.2 277.5 43,000 31.4 -5.3 
経常利益 10,677 16.6 12.6 43,000 38.1 302.7 40,000 29.2 -7.0 
当期純利益 7,868 12.2 21.9 25,000 22.1 217.7 23,000 16.8 -8.0 

2006/3 2007/3計画 2008/3計画

不動産流動化事業 35,267 45.5 38.8 45,200 45.2 28.2 60,000 43.8 32.7 
分譲マンション事業 25,843 33.4 36.0 29,300 29.3 13.4 46,400 33.9 58.4 
マンション管理事業 7,064 9.1 23.2 11,100 11.1 57.1 14,800 10.8 33.3 
アセットマネジメント事業 3,157 4.1 78.0 3,800 3.8 20.4 4,800 3.5 26.3 
その他事業 6,155 7.9 20.5 10,600 10.6 72.2 11,000 8.0 3.8 

売上高 77,488 100.0 35.9 100,000 100.0 29.1 137,000 100.0 37.0 
不動産流動化事業 25,937 (73.5) 126.9 34,300 (75.9) 32.2 43,300 (72.2) 26.2 
分譲マンション事業 3,535 (13.7) 55.5 4,000 (13.7) 13.1 6,000 (12.9) 50.0 
マンション管理事業 1,674 (23.7) 10.4 2,300 (20.7) 37.4 3,300 (22.3) 43.5 
アセットマネジメント事業 2,861 (90.6) 78.1 3,300 (86.8) 15.3 4,000 (83.3) 21.2 
その他事業 2,335 (37.9) 99.5 5,600 (52.8) 139.7 5,900 (53.6) 5.4 

売上総利益 36,344 46.9 101.9 49,500 49.5 36.2 62,500 45.6 26.3 
販管費 11,179 14.4 49.2 17,100 17.1 53.0 19,500 14.2 14.0 

営業利益 25,165 32.5 139.5 32,400 32.4 28.7 43,000 31.4 32.7 
経常利益 23,817 30.7 151.2 30,000 30.0 26.0 40,000 29.2 33.3 
当期純利益 15,688 20.2 143.0 17,500 17.5 11.5 23,000 16.8 31.4 

新定量目標の詳細

【2006年3月期売却済み物件の売上・利益が、2006年3月期に全て計上されていた場合】

【中期経営計画 新定量目標】
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。当プレゼンテーションのまとめ

「２１世紀を代表する不動産価値創造企業」を目指す当社は、

１．コア事業の強化によって環境に左右されず成長できる体制を築き、

２．周辺事業、新規事業、エリア拡大への取組みをさらに積極化させ、

３．そしてそれらを支える経営体制の強化を強力に推進することによって、

持続的高成長を実現できる体制を構築する。

アーバンコーポレイショングループの今後の取組み
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

【補足資料】
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

会社概要・事業概要
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。アーバンコーポレイション会社概要

金融機関 27.11％ 外国人 33.21％ 日本法人 1.10％ 個人 36.07％

房園 博行 16.53％

日本マスタートラスト信託銀行（信託口） 11.10％

日本トラスティ・サービス信託銀行（信託口） 6.75％

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー 5.38％

モルガン・スタンレー・インターナショナル 3.47％

株主

大阪オフィス 大阪市中央区伏見町4-1-1明治安田生命大阪御堂筋ビル4階

東京オフィス 東京都港区赤坂8丁目4番14号青山タワープレイス4階

本社 広島市中区上八丁堀4番1号アーバンビューグランドタワー5階

所在地

261名（単独） 851名（連結）従業員数

3月31日決算期

不動産価値創造事業（不動産流動化事業、分譲マンション事業、アセットマネジメント事業他）事業内容

代表取締役社長 房園 博行代表者

184億9,598万円資本金

1990年（平成2年）5月設 立

株式会社アーバンコーポレイション （英訳名 Urban Corporation)商 号

2006年3月31日現在
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業環境の変化に合わせたポートフォリオ経営を実践

マンション企画販売代理

マンション管理

マンション分譲

買取再販型流動化

開発型流動化

総合サービス

プロパティマネジメント

90年（創業）～95年 96年～01年 01年～03年 03年～

アーバンのビジネス

地価の動向

フィービジネス

バブル崩壊
地価急落

マンション分譲開始
流動化 投資開始

下落スピード鈍化 下げ止まりの兆し

自己投資拡大
不動産再生本格化

不動産流動化事業拡大
流動化周辺ビジネス本格化

都心部上昇・二極化

Jasdaq上場 首都圏進出

東証1部上場

東証2部上場
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アセットマネジメント
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産投資市場と住宅市場への、開発とサービス提供をメインとする

不 動 産 流 動 化 関 連 事 業
～不動産投資市場に係わる事業～

住 宅 関 連 事 業
～分譲マンションに係わる事業～

～
不
動
産
を
造
る
事
業
～

開

発

事

業

～
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
事
業
～

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事

業

デベロップメント

リノベーション
コンバージョン

マンション開発

アセットマネジメント

アーバン・アセットマネジメント

アーバンコーポレイション

アーバン・コミュニティ／ＳＢＡマネジメント／アランビック／・・・

不動産総合サービス
［ＰＭ／ＦＭ／ＣＭ／ＢＭ／マンション管理／・・・］
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。様々な技術・ノウハウを駆使し、不動産の価値創造を行っている

不動産価値を最大化するアーバンモデルアーバンコーポレイションの中核能力

不動産の収益力をサービス・運営面から高める運営力

他人資本を最適に活用する金融ノウハウ

ニーズを読み取り解決策を提案するソリューション力

物件種類を問わずリスクコントロールができる開発力

既存の枠組みに囚われない斬新な構想力

不 動 産 価 値 創 造 力

様々な企業とともに事業を実現させるコラボレーション力

仕入
価値

企画
価値

開発
価値

金融
価値

運営
価値

売却
価値

不
動
産
価
値

権利関係の調整などを行い適正な価格で物件を調達

立地・物件に最適なコンセプト、プランを企画

最適なコンセプト・プランを
コスト・リスクを抑えつつ確実に実現

金融手法を駆使し、リスクを
抑えつつ収益を最大化

サービス・運営のソフト面から
実物不動産の価値を更に高める

最適なＥｘｉｔ手法の実践により
プロジェクトの収益を最大化

アーバンの不動産価値創造
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産投資市場に優良収益物件を供給する機能

収益力の低い不動産 優良収益不動産

ア ー バ ン コ ー ポ レ イ シ ョ ン

リノベーション
コンバージョン

スクラップ＆ビルド

老朽化した不動産
稼働率の低い不動産

立地特性に合わない不動産
利用されていない不動産

不動産投資市場

高い機能性を持つ不動産
高い賃料を得られる不動産

集客力のある不動産

不動産価値創造

開 発

Ｊ-ＲＥＩＴ/私募ファンド/機関投資家

仕入

収益力の低い不動産

売 却

優良収益不動産
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。リスクを限定し、リターンを最大化させるプロフィットモデルを構築

アーバンコーポレイションの不動産流動化関連事業

開発型流動化事業 開発型ファンドのAM事業

従来型の開発事業 保有型ファンド中心のAM事業

開発事業で蓄積したノウハウにより、
開発型ファンドに強みを持ち、
より大きな手数料収入を得ている。

エクイティ出資額＝リスクはほぼ同じだが、
アーバンはキャピタルゲインの大部分を
取ることで、大きな収益を上げている。

共同出資者

ＵＲＢＡＮ

キャピタルゲインＵＲＢＡＮ
共同出資者

物件取得費

建設・改修費

プロジェクト
ファイナンス

（ノンリコース）

エクイティ

コーポレート
ファイナンス

土地取得費

建設費

キャピタルゲイン

ＵＡＭ ＵＡＭ

ＵＡＭ

共同出資者 共同出資者

物件取得費

建設・改修費

キャピタルゲイン

プロジェクト
ファイナンス

（ノンリコース）

エクイティ

開発のアレンジメントおよび
ファンド運用に対する手数料

ＵＡＭ：アーバン・アセットマネジメント
（当社１００％子会社）

ＡＭ会社 ＡＭ会社

ＡＭ会社

共同出資者 建設・改修費 エクイティ 共同出資者

キャピタルゲイン

物件取得費
プロジェクト
ファイナンス

（ノンリコース）

ファンド運用に対する手数料

金融手法を駆使し、リスクをエクイティ出資分に
限定しながらも、開発業務を担当することで、
キャピタルゲインの大部分を受取ることができる。
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

事業実績
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ①

URBAN BLD 心斎橋 [大阪市中央区]

After

Before

Before
After

築24年の老朽化オフィスビルに大規模な改修を行い、下層階を商業店舗に用途転換。上層階もオフィス機能を
向上させ賃料をアップ。１、２階のアップルとは長期賃貸契約を結び収益の安定化を実現している。

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ

ｴﾝﾄﾗﾝｽ

大阪中心地での大規模リノベーション・コンバージョン ～ＵＲＢＡＮ ＢＬＤ 心斎橋～
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ②

青山という立地の強みを最大限に活かす商業施設を
企画・開発。レストランや服飾ブランドなど、世界の一流
店だけを誘致し、青山を代表するビルを創出した。

築３９年の老朽化したオフィスビル。１、２階を商業施設に
用途転換するとともに、３階以上は偶数階の床を取り除
いて、斬新なロフト付きオフィス空間を創出。

東京青山での大規模事業 ～アーバン北青山ビル／ラ・ポルト青山～

アーバン北青山ビル［東京都港区］ ラ・ポルト青山［東京都渋谷区］
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ③

サミー戎プラザ [大阪市中央区]

道頓堀、松竹浪花座跡地の開発案件。上層階に、大正・昭和
初期の街並みを再現したフードテーマパークを創出。
高収益の見込めない上層階に集客力ある施設を配し、
下層階の集客にも相乗効果をもたらすことで、ビル全体の
収益力を最大化させている。

フードテーマパークで道頓堀の新名所を創出 ～サミー戎プラザ～
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ④

御
堂
筋

戎
橋

太
左
衛
門
橋

宗右衛門町通り

道頓堀川

Before

宗右衛門町プロジェクト [大阪市中央区]
道頓堀川沿いの一流料亭「いろは」跡地。世界初の縦型観覧車をビルに併設し、大阪を一望できる観光スポットを
創出。さらに、大阪市が建設した道頓堀川沿いの遊歩道側に入口を向けることで、ビルの集客力を高めている。

御
堂
筋

戎
橋

太
左
衛
門
橋

宗右衛門町通り

道頓堀川

遊歩道
∩

毎日新聞社提供

After

世界初の縦型観覧車を商業ビルにドッキング ～宗右衛門町プロジェクト～
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ⑤

12F-43F 分譲マンション

12F メインエントランス

10F-11F ＳＯＨＯ

5F- 9F オフィス

4F 医療クリニック

1F ショッピングスペース

2F レストラン

3F フィットネスクラブ

街に点在する生活利便施設を、高さ166メートル、43階建という中四国・九州一の超高層ビルに凝縮し、

そこに住まう人、働く人々に最高の価値を提供したプロジェクト。低層階に商業スペースとオフィスを配し、
中層階以上は、中四国最高層で最大級の高級分譲マンションとした。

中四国最大の超高層複合ビル ～アーバンビューグランドタワー～

アーバンビューグランドタワー［広島市中区］
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ⑥

完成イメージパース

【物件概要】
所在地 大阪市北区茶屋町
敷地面積 2,670.88㎡（807.9坪）
延床面積 29,903.90㎡
構造・規模 鉄筋コンクリート 地下3階/地上24階
スケジュール 解体着手：06年4月

オープン予定：09年6月

SHOPS FLOOR
商業フロアの外周に回遊導線を配置。街の歩道
の延長線として、ビルの賑わいと人の動きを演出。

MID FOREST GARDEN
ビル上層部が浮いているような特徴的なデザイン。
開放的な庭に、カフェ・レストランを配した憩いの場に。

HOTEL／SPA

RESIDENCE

SKY FOREST GARDEN & CHAPEL
青空や星空の下で結婚式やイベントができるスカイチャ
ペルとガーデンホール。下層施設との連携によるサービスも。

ホテルの様々な施設・サービスの利用も。商業・住居・
ホテルが一体となったここでしか実現できない暮らしを提供。

日常の豊かな時間を過ごすことのできるホテル。
本格的なスパ施設は、レジデンス・ショップとも連携。

大阪中心部での大型複合ビル計画 ～茶屋町プロジェクト～

茶屋町プロジェクト[大阪市中央区]
05年3月に取得した大阪東急ホテルを解体し、大型開発を行うプロジェクト。当社流動化事業のプロジェクトとしては、
過去最大規模の物件。様々な技術・ノウハウを活かし、商業・ホテル・住居をコアとする大型複合開発を行う。
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ⑦

広島・福山駅前再開発プロジェクト 大阪・南港コスモスクエア地区開発プロジェクト

当社、ＪＦＥ都市開発株式会社、五洋建設株式会社の3社コンソーシアムが、
事業パートナーとしての承認を受け、再開発事業組合との基本合意書を締結。

事業概要（予定）
計画地
事業方式
地区面積
敷地面積
延床面積
構造・規模

施設計画

：広島県福山市伏見町地内
：第一種市街地再開発事業
：2.8ｈ
：18,711.55㎡（5,660坪）
：150,135.71㎡
：超高層棟 ＲＣ造 地上40階・27階 一部地下2階
：中高層棟 ＲＣ造（地上部S造） 地上7階 地下1階

①商業棟 食料品を中心とした核テナント及びサブ核テナント、
シネマコンプレックス、スポーツクラブ、温浴施設、医療施設等。

②住宅棟 分譲住宅、賃貸住宅

大阪市が開発を進める南港コスモスクエア地区において、同地区では最大規
模となる住宅開発の事業者に、当社とアーバンライフ株式会社が選定される。

事業概要（予定）
計画地
敷地面積
延床面積
構造・規模

施設計画

：大阪市住之江区南港 咲洲コスモスクエア地区
：21,952.07㎡（6,640坪） 北敷地・南敷地合計
：111,654.33㎡ 北敷地・南敷地合計
：北敷地 RC造 地上22階 地下1階
：南敷地 RC造 地上14階 地下1階

：分譲住宅
：商業施設（生鮮食品スーパー、専門店、レストランモール、クリニック、

有料老人ホーム、デイサービス等、詳細は大阪市と協議）

大規模開発事業の取組み事例 ～広島・福山駅前／大阪・南港コスモスクエア～
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。事業実績 ⑧

物件概要

名称 アーバン・バウハウス
所在地 東京都港区海岸三丁目１４
敷地面積 1210.36㎡（366.13坪）
構造・階数 ＲＣ造・地上１５階地下１階
総戸数 ７５戸（賃貸）および店舗

ファンド向けに一棟売りすることを目的に、賃貸マンションを開発。

ファンドからの需要拡大により賃貸マンションの供給も増加するなか、差別化を
図るため、ペット［犬］との共生を全面に押し出したマンションを開発。

需要者のターゲットを絞り、物件の希少性を高めることにより、高収益を確保。

ﾄﾘﾐﾝｸﾞＳＨＯＰ ＣＡＦＥ

カルテ
管理

ＨＯＴＥＬ
ペット

シッター

犬と暮らすための店舗・サービス

足洗ドッグラン ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

二重ドア ﾄｲﾚﾀﾞｽﾄ
オゾン
脱臭

犬と暮らすための設備

住宅事業における新たなストラクチャーの試み ～アーバン・バウハウス～

アーバン・バウハウス[東京都港区]
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

アーバン・アセットマネジメントの事業実績 ～開発型ファンド～

事業実績 ⑨

式場・ホテルにリノベーション

解体してチャペルを建設

沖縄
リゾート・チャペルウエディング開発ファンド

2005年9月2日
「海の教会＆ホワイト・テラス」 ＯＰＥＮ

箱根強羅プロジェクト

完成予想図

BROOM Fukuoka
商業ビルへのコンバージョンプロジェクト

物件概要
所在 福岡県福岡市中央区大名

西日本鉄道 「天神」駅
敷地面積 307.93㎡
用途 専門学校⇒商業ビル
建物規模 鉄筋コンクリート造地上5階
建物延床面積 1,202.31 ㎡

専門学校として使われていた築20年の物件。近年、賑わいを
増す好立地を活かすため、商業ビルへコンバージョン。
「女性の美」をコンセプトに、美容・飲食・アパレル等のテナント
ミックスを行い、テーマ性の高い商業ビルを創出。

芦花公園プロジェクト

完成予想図

東京都世田谷区南烏山 京王線「芦花公園駅」1分
都市再生機構の市街地再開発事業に参画

虎ノ門プロジェクト

箱根登山鉄道線「強羅駅」１分
温泉リゾート開発ファンド／06年11月開業予定

ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ/ｺﾝﾊﾞｰｼﾞｮﾝ後完成予想図購入時

東京都港区虎ノ門三丁目

桜田通りに面した
築30年のビルを取得

解体後、商業/オフィスビル開発

06年1月着工/11月竣工予定
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

アーバン・アセットマネジメントの事業実績 ～公募型ファンド～

事業実績 ⑩

アスカ・
フィナンシャル・インク

ファンド

アーバン・
アセットマネジメント

SPC②

不動産信託
受益件

（物件４）

不動産信託
受益件

（物件３）

投資家からの
出資金 物件３

物件４

SPC①

不動産信託
受益件

（物件２）

不動産信託
受益件

（物件１）

ノンリコース
ローン

匿名組合
出資

物件１

物件２

ノンリコース
ローン

匿名組合
出資

匿名組合出資契約

匿名組合出資契約

不動産運用
アドバイス

スキーム図
信託銀行（受託者）

金融機関①

信託契約
賃貸借契約

信託銀行（受託者）

金融機関②

信託契約
賃貸借契約

ローン契約

ローン契約

当初投資物件

カーニープレイス
仙台駅前通りビル

セゾン生命静岡ビル

名古屋 錦ビル秋葉原西口ビル

名称
形態
設定日
申込み単位
分配金支払日
募集期間

募集価格

設定総額

ｱｽｶ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ･ｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾄﾗｽﾄ
ケイマン籍契約型外国投資信託（円建て）
05年10月31日
1万口以上1万口単位、1万円以上1円単位
原則として毎月23日
当初募集：05年10月12日～05年10月28日
継続募集：05年11月11日～06年10月31日
当初募集：1口1円
継続募集：毎月末に計算される1万口当純資産価格
当初募集：100億円を上限
継続募集：1000億円を上限

ファンドの特徴

・東京都心、政令指定都市等に立地する賃貸物件の
不動産収益を元利金の源泉とする利益参加型社債に投資。

・毎月分配、為替変動リスクなし、１万円から購入可能。
・毎月１回、月末に計算される基準価格で、買戻し・買付けの請求が可能。

ファンド組成の背景と狙い

超低金利の継続
⇒国際債券型毎月分配投信や高配当株投信など、利回り型商品へのニーズが拡大

個人向けに訴求力の強い商品を開発
⇒投資家の裾野を広げ、ファンド規模拡大を図り、中長期的に収益を拡大

当資料は、ファンドの募集及び投資勧誘を意図したものではなく、証券取引法に基づく開示資料ではありません。当ファンドは、元本が保証されたものではなく、預金保険機構の保護対象ではありません。当ファンドの運用による損益は購入されたお客様に帰属します。また証券会社以外の登録金融機関で購入された場合は投資家保護基金の支払
いの対象とはなりません。お申し込みの際には、必ず目論見書および外国証券取引口座約款の内容をご確認の上ご自身でご判断ください。当資料は、作成日現在のものであり、将来予告なく変更される事があり、その正確性、完全性、将来の投資成果、市場環境の変動等を保証するものではありません。
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事業環境の認識



URBAN CORPORATION［8868］ 2006年3月期決算説明資料 58

人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80 82 84 86 88 90 92 94 96 98 00 02 04 06

％

上昇基調に転じた国内不動産市況

出所：国土交通省「公示地価」

公示地価［商業地］の前年比増減率推移

三大都市圏の商業地は、揃って15年ぶりに上昇に転じた。
地方圏での下落率縮小も継続している。
⇒日本の不動産マーケットは、デフレから脱却し、上昇基調に転じた。

東京圏

大阪圏

名古屋圏

地方圏
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-10.0

-8.0

-6.0
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％
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人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。不動産投資市場の拡大／リニューアル・再開発ニーズの顕著化

Ｊ-ＲＥＩＴ各社資料、（株）住信基礎研究所レポートを等をもとに当社作成

Ｊ-ＲＥＩＴと私募不動産ファンドの資産規模 建築時期別・延床面積別の法人所有建物数（東京23区）
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Ｊ-ＲＥＩＴ

私募不動産ファンド
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Ｊ-ＲＥＩＴは登場から4年半で約3.7兆円の資産規模に成長。
私募ファンドもＪ-ＲＥＩＴを1兆円以上上回る資産規模に。

当社予測

新耐震基準施行（1981年）以前に建築された法人所有の建物
は東京23区内だけでも24,060棟（3,822万㎡）存在。（2003年）

多様な投資資金の流入により、Ｊ-ＲＥＩＴ/ファンドの資産購入
ニーズは今後も拡大。投資対象物件の枯渇感が深刻に。

投資適格/不適格の基準により、物件の資産価値は二極化。
リニューアル/再開発の潜在的なニーズは今後顕著化する。

需要拡大 供給増加

収益力の高い優良不動産をマーケットに供給できる、高度な開発力を持つデベロッパーの事業機会が拡大

国土交通省「平成15年法人建物調査」より当社作成



URBAN CORPORATION［8868］ 2006年3月期決算説明資料 60

人 が 元 気 に な る と 、 街 が 元 気 に な る 。

17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

20.0

20.5

01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3

千円 ％

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

空室率(右軸）

平均賃料（左軸）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

00/4 01/4 02/4 03/4 04/4 05/4 06/4 07/4

％

キャップレート

イールドスプレッド

長期金利

オフィス賃料の上昇／キャップレートの低下

東京都心5区のオフィスビル平均賃料と平均空室率 キャップレートと長期金利、イールドスプレッド

景気/企業業績回復による雇用改善から、オフィス空室率が改善。
都心5区平均は4％を下回り、ＩＴバブル期のボトムラインへ。

ゼロ金利解除を見据えて金利は上昇傾向。都心Ａクラス物件へ
の要求利回りとのスプレッドは、約2％にまで縮小。

空室率低下によりオフィス賃料は底入れから上昇への転換が明
確に。高稼働を背景に賃料上昇：ＮＯＩ向上が継続する。

賃料上昇：ＮＯＩ向上による不動産利回り上昇期待、流動性向上
などにより、キャップレートの緩やかな低下は続く。

開発物件のＮＯＩ向上とキャップレート低下により、デベロッパーの物件供給による開発利益が拡大

※千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区内にある、基準階面積100坪以上の事務所ビルの平均

三鬼商事「ＭＩＫＩ ＯＦＦＩＣＥ ＲＥＰＯＲＴ」等より当社作成

※丸の内・大手町地区の、築5年未満、市場賃料、基準階1500㎡以上の想定ビルに対する期待利回り

ブルームバーグ、日本不動産研究所「不動産投資家調査」等より当社作成

当社予測当社予測

ＮＯＩ向上 キャップレート低下
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【参考】Ｊ-ＲＥＩＴ保有資産からの考察

物件タイプ・地域別のキャップレート【2006年4月調査】

オフィスビル 住居（ファミリー） 商業施設（都心型） ビジネスホテル 物流・倉庫（配送型）

Ｊ-ＲＥＩＴ地域別取得資産 Ｊ-ＲＥＩＴ物件タイプ別取得資産

出所：日本不動産研究所「不動産投資家調査」より当社作成

取得資産額ベース 出所：J-REIT各社資料より当社作成 取得資産額ベース 出所：J-REIT各社資料より当社作成

東京主要5区 48％

東京23区 14％

関東地区 14％

中部・近畿・九州 21％

その他 3％

【参考】米国Equity REITカテゴリー別時価総額

オフィス 58％

住居 18％

商業施設 18％

ホテル 3％

その他 3％

オフィス・産業 28％

住居 17％

出所：NAREITより当社作成

商業施設 28％

ホテル・リゾート 6％

ヘルスケア 5％

個人用倉庫 5％

スペシャリティ 5％

⇒首都圏の、オフィス/住居/商業施設に集中する不動産投資は、今後、地方都市へ、多種多様な物件へ、更なる広がりが予想される。
⇒キャップレートの低下余地も大きく、地方都市への展開力や、オペレーショナルアセットを含む多様な物件の開発力が収益拡大の鍵となる。

前回（05年9月）調査との差
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イールドスプレッド

10年国債利回り

Equity-REIT配当利回り

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

01/9 02/3 02/9 03/3 03/9 04/3 04/9 05/3 05/9 06/3

％

J-REIT加重平均配当利回り

イールドスプレッド

10年国債利回り
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2006年4月20日

32銘柄/3兆4135億円

【参考】Ｊ-ＲＥＩＴとＵＳＲＥＩＴの比較からの考察

Ｊ-ＲＥＩＴ時価総額と上場銘柄数 米国Ｅｑｕｉｔｙ-ＲＥＩＴ時価総額と上場銘柄数

出所：Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ、Ｊ-ＲＥＩＴ各社資料等より当社作成 出所：NAREITより当社作成

⇒Ｊ-ＲＥＩＴの時価総額は約3.5兆円にまで拡大したものの、未だ米国の約1/10の水準。Ｊ-ＲＥＩＴの市場拡大ポテンシャルは大きい。

Ｊ-ＲＥＩＴ配当利回りと長期金利・イールドスプレッド 米国Ｅｑｕｉｔｙ-ＲＥＩＴ配当利回りと長期金利・イールドスプレッド

出所：Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ、Ｊ-ＲＥＩＴ各社資料等より当社作成 出所：Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ、NAREITより当社作成

⇒Ｊ-ＲＥＩＴのイールドスプレッドは約1.5％。高い流動性とファンダメンタルズの良好さを背景に、イールドスプレッドには低下余地がある。
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時間の経過

不
動
産
価
格

不動産投資市場の拡大：優良開発物件に対する需要の拡大。
オフィス・店舗需要改善、テナント賃料上昇によるＮＯＩの向上。
流動性向上・ファンダメンタルズ改善継続によるキャップレート低下。
地方主要都市への不動産投資市場拡大：キャップレート低下。
不動産投資市場における投資対象物件の多様化。

不動産投資市場に対する優良物件供給者の不足。
膨大なビルストックからの再開発・リノベーションニーズの増加。
リノベーション/コンバージョンにおける圧倒的な企画・開発力。
地方主要都市への展開力、地方マーケットにおけるプレゼンス。
オペレーショナルアセットを含む多様な物件の開発力。

収益拡大

アーバンコーポレイションの開発原価：上昇圧力限定的

アーバンコーポレイションの開発利益：上昇余地拡大

⇒不動産マーケットの活性化、不動産市況の改善は、アーバンコーポレイションの収益力をさらに高める
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本資料は、2006年3月期の業績に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有価証券の投資を勧誘することを目的としたも
のではありません。また、本資料は2006年3月31日現在のデータに基づいて作成されております。本資料に記載された意見や予測等は、資
料作成時点の当社の判断であり、その情報の正確性、完全性を保証し又は約束するものではなく、また今後、予告なしに変更されることがあ
ります。

【ＩＲ担当部門（お問い合わせ先）】

経営企画室 担当： 田川 敦之 ・ 多田 健太郎

TEL : 03-5771-5488 FAX : 03-5771-2139
E-mail : ir@urban.co.jp URL : http://www.urban.co.jp/


